
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告人の上告理由について。

　所論指摘の事実関係に関する原審の認定判断は、原判決挙示の証拠関係に照らし

て首肯することができ、右認定判断の過程に所論の違法は存しない。そして、原審

の確定した事実によれば、本件売買の買主たる兵庫県は、本件土地を含む周辺一帯

の土地約五、六万坪を買収して宅地を造成し、県営住宅を建設する計画を樹立し、

上告人に右用地買受の媒介を委託したところ、上告人は、本件売買の売主たる被上

告人の代理人である訴外Ｄが右用地の一部の売買をあつせんしているとの噂を聞い

たので、同訴外人に対し上告人の他の地主に対する買受交渉の協力方を依頼し、同

訴外人もこれを了承したが、同訴外人は、本件土地売却の媒介を上告人に委託した

ことはなく、上告人の説得に対してもその売却を強硬に拒否しつづけ、土地収用法

による収用などを危惧し、ようやくその売却を承諾するに至つたというのである。

右事実関係のもとにおいては、上告人は、被上告人の媒介委託により、または同人

のためにする意思をもつて、本件売買の媒介をしたものではなく、買主たる兵庫県

の委託により、もつぱら同県のためにする意思をもつてその媒介をしたものという

べきである。

　一般に、宅地建物取引業者は、商法五四三条にいう「他人間ノ商行為ノ媒介」を

業とする者ではないから、いわゆる商事仲立人ではなく、民事仲立人ではあるが、

同法五〇二条一一号にいう「仲立ニ関スル行為」を営業とする者であるから同法四

条一項の定めるところにより商人であることはいうまでもなく、他に特段の事情の

ない本件においては、上告人もその例外となるものではない。（なお、論旨は、媒
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介の委託を準委任ではないというが、これは法律行為でない事務の委託であるから

民法六五六条に定める準委任たる性質を有するものである。）しかしながら、上告

人は、前示のように被上告人の委託により、または同人のためにする意思をもつて、

本件売買の媒介をしたものではないのであるから、被上告人に対し同法五一二条の

規定により右媒介につき報酬請求権を取得できるものではなく、また同法五五〇条

の規定の適用をみる余地はないものといわなければならない。なお、宅地建物取引

業法一七条の規定は、宅地建物取引業者の受ける報酬額の最高限度に関するもので

あつて、その報酬請求権発生の根拠となるものではない。

　原判示は、右と見解を異にする点もあるが、上告人の本訴請求を排斥した原判決

は、結局相当である。原判決には所論の違法なきに帰し、論旨は、ひつきよう、原

審の専権に属する証拠の取捨判断、事実の認定を非難するか、独自の見解に基づき

原判決を攻撃するものであつて、採用することができない。

　よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文の

とおり判決する。
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